
第７号様式（第１０条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
岐　阜　県　知　事　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　年度岐阜県伝統工芸品デジタル促進等補助金実績報告書
  　　年　　月　　日付け　第　　　号で交付決定のあった標記補助金に係る事業を　　年　月　　日付けで完了しましたので、その実績を関係書類を添えて報告します。

記
（１）　補助事業に要した経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（２）　補助金の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（３）　補助事業完了年月日　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
関係書類
　１　事業実績報告書（別紙１）

　　　２　収支内訳書（別紙２）
　　　３　収益納付に係る報告書（別紙３）

別紙１
事業実績報告書
　　
１　申請者の概要
	申請者の名称
	

	区分（組合等又は事業者）
	

	代表者の役職・氏名
	

	所在地
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	HPアドレス
	

	担当者の役職・氏名
	

	担当者の電話番号
	
	FAX番号
	

	担当者のe-mail
	


２　事業の実施期間
　　　　開始日　　　　　　年　　月　　日
　　　　完了日　　　　　　年　　月　　日

３　事業の内容（別紙にまとめることも可）

※事業に係る報告書や資料、写真を貼付すること。

	事業区分


	※該当する事業に☑してください。

(1)デジタル活用事業
□ＥＣサイトの構築・改修　□ＥＣサイトでのフェア開催　□情報発信

(2)展示会等出展事業
□国内外の展示会等への出展 　□国内外の展示会等の開催
(3)商品開発・改良事業
□商品開発・改良
	

	事業名
	「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」事業
　※交付決定通知書に記載された事業名を記載すること。
	

	事業内容
	１.事業の具体的な取組内容
２.事業成果
３.事業効果
（・商品の生産量、販売額の見込み、売り上げ目標、地域における波及効果など）

	


別紙２　収支内訳書
（１）収入の部          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　               

	経費区分
	事業費（円）
	備　　　　　考
	

	補助金
	
	
	

	借入金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	その他
	
	
	

	合　計
	
	
	


（２）支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事業区分
	経費区分
	番号
	補助事業に要した経費

	積算内訳
（単価×回数）
	補助対象外経費

	補助対象経費

	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	①　補助対象経費合計　　　
	
	

	②　①×補助率1/2（千円未満切捨て）
	
	

	③　交付決定額（変更した場合は変更後の金額）
	
	

	④　補助金の額（②又は③のいずれか低い額）
	
	

	⑤　収益納付される額　　（別紙３納付額（F）の額）
	
	

	⑥　交付を受ける補助金額　（精算額　千円未満切捨て）（④－⑤）
	
	




別紙３
収益納付に係る報告書
　
補助事業実施結果の事業化等の有無　
１　補助事業実施結果の事業化　　　　　　　　　有　無　
２　その他補助事業の実施により発生した収益　　有　無
（単位：円）
	事業区分
	補助金額（A）
	補助対象経費(B)
	補助事業に係る売上額(C)
	補助事業に係る収益額(D)
	控除額(E)

(B-A)
	納付額(F)

(D‐E)

	
	
	
	
	
	
	


【記載注意事項】
（1） １～２において全て「無」の場合（１については、事業実施期間内に売上なし）の場合には、上記の表への記載は不要。

（2） 販売等売上げを伴うＥＣサイトでのフェア開催事業及び展示会等出展・開催事業について記入すること。
（3） 「補助金額（Ａ）」は、別紙２の支出内訳書に記載の「④補助金の額」をいう。
（４）「補助対象経費（Ｂ）」とは、別紙２の支出内訳書及び別紙２－１支出経費明細書に記載の「補助対象経費合計」をいう。
（５）「補助事業に係る売上額（Ｃ）」とは、補助事業期間における当該事業の売上額をいう。
（６）「補助事業に係る収益額（Ｄ）」とは、「補助事業に係る売上額（Ｃ）」から、同売上額を得るのに要した額（補助対象経費以外の製造原価・販売管理等）を差し引いた額をいう。
　　　なお、「補助事業に係る収益額（Ｄ）」がゼロまたはマイナスの場合には、（Ｄ）にゼロと記載すること。
（７）「控除額（Ｅ）」とは、「補助対象経費（Ｂ）」のうち、補助事業者が自己負担によって支出した額をいう。控除額（Ｅ）＝「「補助対象経費（Ｂ）」―「補助金額（Ａ）」
（８）「納付額（Ｆ）」＝「補助事業に係る収益額（Ｄ）」― 「控除額（Ｅ）」
　　　　　　　　　　　　×（「補助金額（Ａ）」／「補助対象経費（Ｂ）」）　＊円未満切上げ

【添付書類】
補助事業に係る収益額等の算定に必要な次の額を確認できる資料を添付すること。
　・補助事業に係る売上額
　・同売上額を得るのに要した額（補助対象経費以外の製造原価、販売管理費等
○実績報告書１ページの完了年月日と同じ日付を記載すること。





※１ 積算金額の根拠書類に「番号」欄と同じ番号を記載すること。


※２ 「補助事業に要した経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費を記入すること。金額については、請求書、領収書等による正確な金額を記載すること。


※３ 「補助対象経費」欄には、「補助事業に要した経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。








